
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

東 員 町 

令和２年度１２月補正予算 

予算事業概要書 



目   次 

令和 2年度 12月補正予算について  ・・・・・・・・・・・・・・・  3 

一般会計補正予算（第 5号） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5 

総務課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   5 

税務課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  19 

 環境防災課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  20 

保険年金課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  23 

地域福祉課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  25 

子ども家庭課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  27 

 健康長寿課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  29 

 産業課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  32 

教育総務課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  33 

 学校教育課 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  36 

議会事務局 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  46 

国民健康保険特別会計補正予算（第 1号） ・・・・・・・・・・・・  48 

後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1号） ・・・・・・・・・・・  49 

介護保険特別会計補正予算（第 2号） ・・・・・・・・・・・・・・  50 

下水道事業特別会計補正予算（第 1号） ・・・・・・・・・・・・・  61 

 

2



令和２年度１２月補正予算について 

 

今回の補正予算は、国庫支出金や繰越金などの歳入の増減や、人件費、当初予算編成

後の重要性、緊急性のある経費等について、それぞれ所要の措置を講じるものです。 

 

【12月補正後の予算規模】                      （単位：千円） 

会 計 区 分 補正前予算額 補正額 補正後予算額 

一 般 会 計 11,675,000 46,502 11,721,502 

特 別 会 計 6,329,239 77,398 6,406,637 

企 業 会 計 605,565 － 605,565 

合    計 18,609,804 123,900 18,733,704 

 

Ⅰ 一般会計補正予算の内容                  46,502千円 

１ 歳入の主要点 

（１）国庫支出金                9,456千円 

国庫支出金について、地域生活支援事業費補助金で514千円、次世代育成支援対策施設整

備交付金で8,542千円を増額するなど、あわせて9,456千円を増額補正するもの。 

 

（２）繰入金                      38,818千円 

繰入金について、介護保険特別会計繰入金で47,818千円を増額する一方、ふれあい基金

繰入金で9,000千円を減額し、あわせて38,818千円を増額補正するもの。 

 

（３）繰越金                      △19,253千円 

繰越金について、補正予算の財源調整として、19,253千円を減額補正するもの。 

 

（４）諸収入                      16,774千円 

諸収入について、障害福祉事業精算交付金で13,653千円、社会福祉協議会運営補助金等

精算金で2,501千円を増額するなど、あわせて16,774千円を増額補正するもの。 

 

２ 歳出の主要点 

（１）賦課徴収事務電算経費（税務課）       2,456千円 

税制改正に伴い、個人住民税課税システムの改修に要する経費を2,456千円増額補正する

もの。 

 

（２）母子保健事業費（子ども家庭課）               5,124千円 

妊婦健康診査及び不妊治療費扶助の見込み増などにより、5,124千円を増額補正するもの。 

 

 

3



（３）高齢者福祉事業（健康長寿課）                  2,148千円 

高齢者の方の外出を支援するため、介護保険特別会計繰入金を活用して「おでかけ元気

パス事業」に要する経費など、2,148千円を増額補正するもの。 

 

（４）保育園運営費（学校教育課）                  16,592千円 

担任保育士を確保するため、保育士の派遣委託に要する経費を3,453千円、令和元年度の

事業の確定に伴う保育所運営費負担金等返還金で13,139千円を増額し、あわせて16,592千円

を増額補正するもの。 

 

（５）人件費（一般職「会計年度任用職員以外の職員」）       △2,275千円 

時間外勤務手当等について、実績を踏まえ増額する一方、人事院勧告の実施等に伴い給与

費全般を減額するなど、あわせて 2,275千円を減額補正するもの。 

 

（６）債務負担行為                         

次の債務負担行為 2件を設定するもの。 

事 項 期 間 限度額（千円） 

住民情報系システム使用料 令和2年度～令和8年度 296,575 

学校給食センター配送・回収等業務委託料 令和2年度～令和7年度 88,000 

 

 

Ⅱ 特別会計補正予算の内容                  77,398千円 

（１）国民健康保険特別会計（保険年金課）             42千円 

人事院勧告の実施及び職員構成の変動などに伴い、人件費を42千円増額補正するもの。 

 

（２）後期高齢者医療特別会計（保険年金課）           1,043千円 

地方税法等の一部改正による軽減判定基準の見直しに伴い、後期高齢者医療システムの

改修に要する経費を1,043千円増額補正するもの。 

 

（３）介護保険特別会計（健康長寿課）            75,546千円 

人事院勧告の実施及び職員構成の変動などに伴う人件費を増額するほか、令和元年度の

介護給付費等の確定により国庫負担金等返還金及び一般会計繰出金を増額補正するなど、

あわせて 75,546 千円を増額補正するもの。また、保険給付費では、各サービス費の見込

み額に合わせて給付費の組替えを行うもの。 

 

（４）下水道事業特別会計（上下水道課）              767千円 

人事院勧告の実施及び職員構成の変動などに伴い、人件費を767千円増額補正するもの。 
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充当額
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △312

款 2 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 特別職人件費

1 総務管理費

3 職員手当等 7,139 7,059 △80
4 共済費 10,235 10,003 △232

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 16,740 16,740 0

令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

町長、副町長及び教育長の給料及び旅費等に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

人事院勧告による期末手当の減額と、共済費の精査により補正をするもの。

事 業 費

主な経費内容

町長、副町長

1 一般管理費

△312

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策

施　　策

6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる
6-4-1  町民サービスの向上

補正前の額 補正額 補正後の額
34,114 △312 33,802
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費

事業名 (2-1) 正規職員人件費 事業費 △21,664

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員46名分（総務課、政策課、財政課、税務課、町民課、会計課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 174,908 162,889 △12,019
3 職員手当等 106,714 105,000 △1,714
4 共済費 106,142 98,211 △7,931

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △21,664
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補正前の額 補正額 補正後の額
387,764 △21,664 366,100
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費

事業名 (3-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 347

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、給料、期末手当、地域手当、通勤費用弁償の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員18名分（総務課、税務課、町民課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 14,929 15,395 466
2 給料 1,235 1,235 0
3 職員手当等 1,744 1,597 △147
8 旅費 380 408 28

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 347
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補正前の額 補正額 補正後の額
18,288 347 18,635
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費

事業名 (4-1) 会計年度任用職員等共済費 事業費 884

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

健康保険法、雇用保険法、労働者災害補償保険法等

社会保険料等の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

再任用短時間勤務職員、フルタイム会計年度任用職員、パートタイム会計年度任用職員
（全課職員分）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
4 共済費 47,261 48,145 884

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 884
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補正前の額 補正額 補正後の額
47,261 884 48,145
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 16,013

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員27名分（保険年金課、地域福祉課、子ども家庭課、健康長寿課）
再任用短時間勤務職員1名分

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正額 補正後の額
194,381 16,013 210,394

2 給料 93,025 102,251 9,226
3 職員手当等 54,200 57,455 3,255
4 共済費 47,156 50,688 3,532

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 16,013
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補正前の額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 2,915

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、期末手当、通勤費用弁償の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員14名分（地域福祉課、健康長寿課、子ども家庭課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
10,023 2,915 12,938

1 報酬 9,233 11,820 2,587
3 職員手当等 251 612 361
8 旅費 539 506 △33

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 2,915
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 1 保健衛生総務費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △17,735

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員13名分（環境防災課、子ども家庭課、健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
100,235 △17,735 82,500

2 給料 48,251 40,055 △8,196
3 職員手当等 26,129 22,239 △3,890
4 共済費 25,855 20,206 △5,649

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △17,735
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 1 保健衛生総務費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 △38

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、期末手当、通勤費用弁償の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員5名分（健康長寿課、子ども家庭課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
7,714 △38 7,676

1 報酬 6,631 6,588 △43
3 職員手当等 777 777 0
8 旅費 306 311 5

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △38
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 2 農業総務費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 9,533

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員7名分（産業課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
45,222 9,533 54,755

2 給料 21,016 26,665 5,649
3 職員手当等 13,188 15,207 2,019
4 共済費 11,018 12,883 1,865

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 9,533
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

13



令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 1 土木管理費 目 1 土木総務費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △2,451

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員5名分（建設課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
41,154 △2,451 38,703

2 給料 18,567 17,401 △1,166
3 職員手当等 12,757 12,274 △483
4 共済費 9,830 9,028 △802

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △2,451
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 1 土木管理費 目 1 土木総務費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 115

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、給料、通勤手当、期末手当、地域手当、退職手当組合負担金の精査により補正する
もの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員1名分（建設課）
パートタイム会計年度任用職員3名分（建設課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
4,459 115 4,574

1 報酬 1,839 1,954 115
2 給料 1,922 1,922 0
3 職員手当等 361 361 0
4 共済費 337 337 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 115
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

15



令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 2 道路橋りょう費 目 3 道路新設改良費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 170

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員3名分（建設課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
21,679 170 21,849

2 給料 9,920 10,060 140
3 職員手当等 6,436 6,607 171
4 共済費 5,323 5,182 △141

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 170
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 4 災害対策費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △4,060

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員3名分（環境防災課）
災害対応分

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
26,978 △4,060 22,918

2 給料 11,952 10,199 △1,753
3 職員手当等 8,671 7,586 △1,085
4 共済費 6,355 5,133 △1,222

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △4,060
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 4 災害対策費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 △175

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、期末手当、通勤費用弁償の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員1名分（環境防災課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
2,210 △175 2,035

1 報酬 1,892 1,721 △171
3 職員手当等 267 267 0
8 旅費 51 47 △4

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △175
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 税務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 2 徴税費 目 2 賦課徴収費

事業名 (2-1) 賦課徴収事務電算経費 事業費 2,456

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4　行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-2　効率的行財政の運営

根 拠 法 令
条 例 等

地方税法、東員町町税条例

令和２年度の税制改正に伴い、令和３年度以降の個人住民税の課税計算に関わる住民情報
システムの改修を行います。
例年、税制改正に伴うシステム改修は、通常の電算業務委託契約の範囲内で実施しており
ますが、今回の改正では、大規模なプログラム改修、広範囲な動作検証が必要になるた
め、増額の補正予算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

システム改修作業委託（個人住民税）　　　　　　2,455,200円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
19,174 2,456 21,630

12 委託料 14,183 16,639 2,456
13 使用料及び賃借料 4,285 4,285 0
18 負担金補助及び交付金 706 706 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 2,456
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 環境防災課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 2 非常備消防費

事業名 (4-1) 非常備消防経費 事業費 244

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
1　安全・安心なまち
1-1　安全・安心なまちをつくる

施　　策 1-1-1　消防・防災対策の充実

根 拠 法 令
条 例 等

公益社団法人日本消防協会が実施している消防団活動車の交付事業に申請したところ、本
町消防団へ車両の交付が決定されたことにより、登録等に係る諸費用を計上するもの。
また、消防団員の確保及び活性化の取り組みを支援し充実強化を図ることを目的とする県
補助金である「消防団充実強化促進事業補助金」に、本年度における消防団の装備充実に
関する事業が適合し交付決定を受けたので、財源の組み替えを行うものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

消防団活動車諸費用　交付車両概要：SUVタイプ消防活動車（日産エクストレイル　4WD
車）
　　スタッドレスタイヤ　  　　 148,720円
　　諸費用　　　　　　　　　　　22,000円
　　リサイクル料金　　　　　　　10,410円
　　陸送費　　　　　　　　　　　30,800円
　　自賠責保険料　　　　　　　　 7,910円
　　任意保険料　　　　　　　　　 5,630円
　　重量税　　　　　　　　　　　16,800円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
13,167 244 13,411

5 災害補償費 50 50 0
8 旅費 4,284 4,284 0
10 需用費 3,690 3,839 149
11 役務費 2,670 2,748 78
13 使用料及び賃借料 101 101 0
17 備品購入費 851 851 0
18 負担金補助及び交付金 1,282 1,282 0
26 公課費 239 256 17

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

200 0 0 44
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
17 2 6 2 2 消防団充実強化促進事業補助金 200
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（ 4 － 1 ）

公益社団法人日本消防協会交付車両

車両概要 車両 日産エクストレイル　4WD

ぎ装 電子サイレン

赤色灯

文字入れ（東員町消防団）

補正予算事業概要書資料

1　一般会計

款 9 消防費 項 1 消防費 目 非常備消防費

非常備消防経費

環境防災課所　属会　計

事業名

2
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 環境防災課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 4 災害対策費

事業名 (6-1) 石油貯蔵施設立地対策等交付金基金積立金 事業費 416

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
1　安全・安心なまち
1-1　安全・安心なまちをつくる

施　　策 1-1-1　消防・防災対策の充実

根 拠 法 令
条 例 等

東員町石油貯蔵施設立地対策等交付金基金積立金の設置及び管理に関する条例

石油貯蔵施設立地対策等交付金の追加配分により、交付金歳入額及び積立金歳出を増額
し、財源充当を行うものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

石油貯蔵施設立地対策等交付金
　　当初予算　　2,830,000円
　　追加配分額　　416,000円
　　合計　　　　3,246,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
2,831 416 3,247

24 積立金 2,831 3,247 416

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

416 0 0 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
17 2 6 2 1 石油貯蔵施設立地対策等交付金 416
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (3-1) 国民健康保険特別会計繰出金 事業費 42

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-5　社会保障の充実

根 拠 法 令
条 例 等

国民健康保険法

特別会計の人件費の補正に伴い、国民健康保険特別会計繰出金を補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

国民健康保険特別会計繰出金　　42,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
152,573 42 152,615

27 繰出金 152,573 152,615 42

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 42
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

23



令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (6-1) 国民年金経費 事業費 481

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2  支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-5　社会保障の充実

根 拠 法 令
条 例 等

国民年金法

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴う国民年金法施行令等の改正により、所得限
度額等の変更に対応するため、国民年金事務費交付金を活用し、電算システム改修を行う
もの。
また、令和元年度年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金の確定に伴い超過
交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電算委託料（国民年金法施行令等の改正に係るシステム改修事業）　　　316,800円
令和元年度年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金返還金　163,144円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
47 481 528

8 旅費 5 5 0
11 役務費 42 42 0
12 委託料 0 317 317
22 償還金利子及び割引料 0 164 164

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

317 0 0 164
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 3 2 1 1 国民年金事務委託金 317

24



令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (9-1) 障害者自立支援事業 事業費 3,491

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2  支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-4　障がい者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
児童福祉法

令和３年４月施行の障害者総合支援法の制度改正等に伴い、障害者自立支援給付支払等シ
ステム改修を行うもの。
また、令和元年度国庫負担金等の確定に伴い超過交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

システム構築委託料　　　　　　　　　　　1,182,500円
　(補助率 1/2×0.87）

障害者自立支援給付費負担等返還金　　　　2,307,709円
　内訳
　・障害児入所給付費等国庫負担金
　　　40,168,500円（受入額）-39,041,361円（所要額）＝1,127,139円（返還額）
　・三重県障害児通所給付費負担金
　　　20,084,250円（受入額）-19,520,680円（所要額）＝　563,570円（返還額）
　・三重県特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後デイサービス支援金補助金
　　　 1,200,000円（受入額）-　 583,000円（所要額）＝　617,000円（返還額）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
558,125 3,491 561,616

7 報償費 84 84 0
8 旅費 14 14 0
10 需用費 96 96 0
11 役務費 1,059 1,059 0
12 委託料 5,037 6,220 1,183
13 使用料及び賃借料 1,514 1,514 0
18 負担金補助及び交付金 1,212 1,212 0
19 扶助費 549,109 549,109 0
22 償還金利子及び割引料 0 2,308 2,308

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

514 0 0 2,977
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 2 1 6 地域生活支援事業費補助金 514
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会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 3 社会福祉施設費

事業名 (2-1) ふれあいセンター経費 事業費 0

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2  支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-1　地域福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

東員町ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例
東員町ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例施行規則

東員町子育て支援センター整備工事費に対し、国からの補助が適用できるため、財源の組
み替えを行うものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

財源を組み替えするものであり、歳出予算に変更はありません。

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
87,509 0 87,509

10 需用費 7,729 7,729 0
11 役務費 138 138 0
12 委託料 10,258 10,258 0
13 使用料及び賃借料 84 84 0
14 工事請負費 69,300 69,300 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,542 0 △9,000 458
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 2 2 1 児童福祉施設整備費補助金 8,542
20 2 2 1 1 ふれあい基金繰入金 △9,000

26



令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 子ども家庭課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 1 児童福祉総務費

事業名 (3-1) 子ども支援事業 事業費 4,151

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-3　安心して子育てのできるまちをつくる

施　　策 2-3-1　子育て支援の充実

根 拠 法 令
条 例 等

子ども・子育て支援交付金交付要綱、地域子ども・子育て支援事業費補助金交付要領

令和元年度国庫補助金等の確定に伴い超過交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

子ども・子育て支援交付金返還金（国庫補助金分）            2,374,000円
 （Ｒ1受入額） 　（Ｒ1実績額）　（受入超過額）
　19,869,000円 － 17,495,000円 ＝ 2,374,000円

地域子ども・子育て支援事業費補助金返還金（県補助金分）    1,777,000円
 （Ｒ1受入額）   （Ｒ1実績額）  （受入超過額）
　16,332,000円 － 14,555,000円 ＝ 1,777,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
1,221 4,151 5,372

1 報酬 211 211 0
7 報償費 373 373 0
8 旅費 13 13 0
10 需用費 510 510 0
11 役務費 3 3 0
12 委託料 111 111 0
22 償還金利子及び割引料 0 4,151 4,151

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 4,151
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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会　計 1　一般会計 所　属 子ども家庭課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 3 健康推進費

事業名 (2-1) 母子保健事業費 事業費 5,124

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-1  健康に暮らすまちをつくる

施　　策 2-1-1　自らの健康づくりの推進

根 拠 法 令
条 例 等

母子保健法、東員町母子保健法施行細則、東員町未熟児養育医療給付に関する要綱、東員
町不妊治療に要する医療費の助成に関する要綱、東員町特定不妊治療費助成事業実施要綱

妊婦健康診査委託料及び不妊治療扶助費について、本年度上半期実績から決算が予算を上
回ることが見込まれるため、年度末までの不足見込額を増額補正するもの。
また、令和元年度国庫負担金等の確定に伴い超過交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

妊婦健康診査委託料（当初予算額17,654千円） 　　　　　　　　 4,000,000円
不妊治療費扶助費（当初予算額6,500千円）　　　　　　　　　　　 600,000円

養育医療費国庫負担金等返還金　　　　　　　 　　　　　　　　　 152,000円
            　（Ｒ1受入額） （Ｒ1実績額）（受入超過額）
  国庫負担金分　　349,200円 －   248,183円 ＝ 101,017円
  県負担金分  　　174,600円 －   124,091円 ＝  50,509円

母子保健総合支援事業国庫補助金返還金　　　 　　　　　　　　　 372,000円
　　　　　　　（Ｒ1受入額） （Ｒ1実績額）（受入超過額）
  国庫補助金分　1,973,000円 － 1,601,000円 ＝ 372,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
38,129 5,124 43,253

7 報償費 3,868 3,868 0
8 旅費 124 124 0
10 需用費 923 923 0
11 役務費 460 460 0
12 委託料 23,469 27,469 4,000
18 負担金補助及び交付金 1,785 1,785 0
19 扶助費 7,500 8,100 600
22 償還金利子及び割引料 0 524 524

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

50 0 0 5,074
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
17 2 3 1 2 特定不妊治療費補助金 50
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会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 2 高齢者福祉費

事業名 (1-1) 高齢者福祉事業 事業費 2,148

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-3-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

東員町社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額
軽減制度事業実施要綱

町内在住の高齢者がオレンジバスを利用する際に、その運賃の一部を免除することにより
外出を容易にし、社会参加の促進及び心身の健康の保持増進を図り、もって高齢者の福祉
増進に資することを目的とする「おでかけ元気パス事業」の実施に伴う経費を計上するも
の。
また、令和元年度県補助金の確定に伴い超過交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

おでかけ元気パス事業経費
一般消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　122,000円
諸用紙印刷代（パスカード、ポスター、チラシ）    1,293,000円
封筒印刷代    　　　　　　　　　　　　　　　　　　165,000円
諸通知郵送代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　420,000円

県補助金（ホームヘルプ等利用者負担軽減事業費補助金）返還金
（R1受入額）　（R1実績額）　　（受入超過額）
　148,000円 －        0円　　＝ 148,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
67,945 2,148 70,093

10 需用費 250 1,830 1,580
11 役務費 111 531 420
12 委託料 1,412 1,412 0
18 負担金補助及び交付金 54,896 54,896 0
19 扶助費 11,276 11,276 0
22 償還金利子及び割引料 0 148 148

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 2,000 148
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 1 3 1 1 介護保険特別会計繰入金 2,000
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会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 2 高齢者福祉費

事業名 (3-1) 介護保険特別会計繰出金 事業費 4,034

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

特別会計の歳出予算の補正に伴い、介護保険特別会計繰出金を補正するもの。
また、令和元年度の低所得者保険料軽減負担金について、事業完了に伴う負担金の確定に
より追加交付となった国・県負担分に町負担分を加え、介護保険特別会計に繰出しするも
の。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

（現年度分）
　総務費分繰出金　　　　　　 3,965,000円
　地域支援事業費分繰出金　　　△98,000円
（過年度分）
　低所得者保険料軽減負担分　   166,573円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
323,600 4,034 327,634

27 繰出金 323,600 327,634 4,034

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

124 0 0 3,910
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 1 1 5 1 低所得者保険料軽減負担金 83
17 1 2 6 1 低所得者保険料軽減負担金 41
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会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 2 予防費

事業名 (3-1) 成人予防接種事業費 事業費 171

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-1　健康に暮らすまちをつくる

施　　策 2-1-1　自らの健康づくりの推進

根 拠 法 令
条 例 等

予防接種法

令和元年度国庫負担金の確定に伴い超過交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

国庫負担金（感染症予防事業費等国庫負担金）返還金

（R1受入額）　 （R1実績額）    （受入超過額）
　2,333,000円 － 2,162,000円 ＝  171,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
24,854 171 25,025

8 旅費 5 5 0
10 需用費 90 90 0
11 役務費 686 686 0
12 委託料 24,023 24,023 0
18 負担金補助及び交付金 50 50 0
22 償還金利子及び割引料 0 171 171

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 171
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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会　計 1　一般会計 所　属 産業課

（単位：千円）

款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 1 農業委員会費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 507

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員2名分（産業課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
19,558 507 20,065

2 給料 8,784 9,064 280
3 職員手当等 6,034 6,318 284
4 共済費 4,740 4,683 △57

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 507
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

事業名 (1-1) 教育長人件費 事業費 △132

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方自治法
町長、副町長及び教育長の給料及び旅費等に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と、共済費の精査により補正をするもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

教育長

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
13,991 △132 13,859

2 給料 6,828 6,828 0
3 職員手当等 2,912 2,880 △32
4 共済費 4,251 4,151 △100

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △132
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

事業名 (2-1) 正規職員人件費 事業費 27,769

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員22名分（教育総務課、学校教育課、社会教育課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
179,803 27,769 207,572

2 給料 82,544 96,490 13,946
3 職員手当等 52,938 60,762 7,824
4 共済費 44,321 50,320 5,999

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 27,769
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

事業名 (3-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 △881

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、給料、期末手当、地域手当、通勤費用弁償の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員3名分（社会教育課）
パートタイム会計年度任用職員24名分（教育総務課、社会教育課、ALT）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
38,700 △881 37,819

1 報酬 24,139 23,352 △787
2 給料 11,116 10,965 △151
3 職員手当等 2,204 2,116 △88
4 共済費 1,148 1,148 0
8 旅費 93 238 145

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △881
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費

事業名 (1-1) 保育士人件費 事業費 △11,651

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員37名分（保育園保育士）
再任用短時間勤務職員2名分

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
175,629 △11,651 163,978

2 給料 85,767 80,957 △4,810
3 職員手当等 44,155 42,217 △1,938
4 共済費 45,707 40,804 △4,903

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △11,651
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費

事業名 (2-1) 調理員人件費 事業費 △271

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員6名分（保育園調理員）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
32,832 △271 32,561

2 給料 16,358 16,358 0
3 職員手当等 8,307 8,080 △227
4 共済費 8,167 8,123 △44

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △271
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費

事業名 (3-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 5,962

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、給料、期末手当、地域手当、通勤費用弁償の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員40名分（保育園保育士、調理員）
パートタイム会計年度任用職員170名分（保育園保育士、支援員、調理員、栄養士）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
238,054 5,962 244,016

1 報酬 96,220 96,220 0
2 給料 95,144 99,098 3,954
3 職員手当等 29,138 30,454 1,316
4 共済費 14,931 15,623 692
8 旅費 2,621 2,621 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 5,962
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費

事業名 (4-1) 保育園運営費 事業費 16,592

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-3  安心して子育てのできるまちをつくる

施　　策 2-3-1　子育て支援の充実

根 拠 法 令
条 例 等

児童福祉法関連法令、子ども・子育て支援法関連法令、就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律等

1.東員保育園の0歳児クラスの担任保育士として、派遣職員を1名(6月15日～3月31日まで)
採用したもの。
2.令和元年度の認可外保育施設等に通う園児の無償となった保育料の負担額(国・県分)の
確定に伴い超過交付分を返還するもの。
3.令和元年度の幼児教育・保育の無償化に伴い支出した、子ども子育て支援事業補助金の
確定に伴い超過交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

1.派遣保育士　1名、6月15日～3月31日(194日間)　　　　   3,452,075円
2.子育てのための施設等利用給付交付金
　 (確定額) 　　 (R1交付済額)  (返還額)
　　2,670,855円 - 3,940,800円 = 1,269,945円 うち保育園分 791,424円
  子育てのための施設等利用給付県負担金
　　1,335,427円 - 1,576,320円 =   240,893円 うち保育園分 150,123円
3.子ども・子育て支援事業費補助金(幼児教育・保育無償化実施円滑化事業分)
　 (R1交付済額)  (支出済額)　  (返還額)
　　9,192,000円 - 3,098,000円 = 6,094,000円
　子ども・子育て支援事業費補助金(幼児教育・保育無償化システム改修等事業分)
　　9,333,000円 - 3,230,000円 = 6,103,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
88,975 16,592 105,567

1 報酬 2,620 2,620 0
7 報償費 190 190 0
8 旅費 176 176 0
10 需用費 60,217 60,217 0
11 役務費 1,962 1,962 0
12 委託料 9,847 13,300 3,453
13 使用料及び賃借料 40 40 0
17 備品購入費 2,411 2,411 0
18 負担金補助及び交付金 1,300 1,300 0
19 扶助費 10,212 10,212 0
22 償還金利子及び割引料 0 13,139 13,139

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 16,592
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

事業名 (1-1) 用務員人件費 事業費 △114

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（小学校用務員）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
5,776 △114 5,662

2 給料 2,895 2,895 0
3 職員手当等 1,369 1,357 △12
4 共済費 1,512 1,410 △102

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △114
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 224

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、期末手当、通勤費用弁償の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員34名分（小学校用務員、学習支援員、外国人指導員、少人
数非常勤講師）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
60,364 224 60,588

1 報酬 53,792 53,792 0
2 給料 63 63 0
3 職員手当等 5,684 5,684 0
8 旅費 825 1,049 224

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 224
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

事業名 (1-1) 用務員人件費 事業費 △137

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつ

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員2名分（中学校用務員）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
9,144 △137 9,007

2 給料 5,141 5,141 0
3 職員手当等 1,916 1,904 △12
4 共済費 2,087 1,962 △125

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △137
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 60

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

報酬、期末手当、通勤費用弁償の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員15名分（中学校用務員、学習支援員、少人数非常勤講師）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
23,678 60 23,738

1 報酬 21,515 21,515 0
2 給料 126 126 0
3 職員手当等 1,821 1,821 0
8 旅費 216 276 60

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 60
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

事業名 (1-1) 教諭人件費 事業費 2,810

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員29名分（幼稚園教諭）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
201,194 2,810 204,004

2 給料 98,469 98,667 198
3 職員手当等 53,406 56,414 3,008
4 共済費 49,319 48,923 △396

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 2,810
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

44



令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

事業名 (3-1) 幼稚園運営費 事業費 570

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
3　心豊かなまち
3-1  生涯学びのあるまちをつくる

施　　策 3-1-1　幼児教育・学校教育の充実

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法関連、幼稚園教育要領　他

令和元年度の新制度未移行幼稚園に通う園児の無償となった保育料の負担額(国・県分)の
確定に伴い超過交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

子育てのための施設等利用給付交付金
　（確定額）　　（R1交付済額）（返還額）
　　2,670,855円 - 3,940,800円 = 1,269,945円 うち幼稚園分 478,521円

子育てのための施設等利用給付県負担金
    1,335,427円 - 1,576,320円 =   240,893円 うち幼稚園分  90,770円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
29,055 570 29,625

1 報酬 2,182 2,182 0
8 旅費 142 142 0
10 需用費 17,757 17,757 0
11 役務費 797 797 0
12 委託料 443 443 0
13 使用料及び賃借料 14 14 0
17 備品購入費 374 374 0
18 負担金補助及び交付金 1,794 1,794 0
19 扶助費 5,552 5,552 0
22 償還金利子及び割引料 0 570 570

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 570
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 議会事務局

（単位：千円）

款 1 議会費 項 1 議会費 目 1 議会費

事業名 (1-1) 議員報酬等 事業費 △207

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策

施　　策

根 拠 法 令
条 例 等

東員町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例

期末手当の減額により補正をするもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

議会議員14名分

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
76,568 △207 76,361

1 報酬 43,107 43,107 0
3 職員手当等 18,383 18,176 △207
4 共済費 15,078 15,078 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △207
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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会　計 1　一般会計 所　属 議会事務局

（単位：千円）

款 1 議会費 項 1 議会費 目 1 議会費

事業名 (2-1) 正規職員人件費 事業費 △899

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員3名分（議会事務局）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
31,092 △899 30,193

2 給料 14,509 14,186 △323
3 職員手当等 8,966 8,841 △125
4 共済費 7,617 7,166 △451

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △899
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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7 1 1 2 1 職員給与費等繰入金
充当額

42

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 42 0

3 職員手当等 5,347 5,231 △116
4 共済費 4,000 3,931 △69

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 7,156 7,383 227

6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる
6-4-1  町民サービスの向上

款 1 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 正規職員人件費

1 総務管理費

補正前の額 補正額 補正後の額
16,503 42 16,545

令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

事 業 費

主な経費内容

正規職員2名分（保険年金課）

1 一般管理費

42

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策

施　　策
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6 1 1 1 1 高齢者医療制度円滑運営事業費補助金
充当額

1,043

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,043 0 0 0

11 役務費 45 45 0
12 委託料 1,561 2,604 1,043

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 42 42 0

2　人にやさしいまち
2-2  支えあいを実感できるまちをつくる
2-2-5　社会保障の充実

款 1 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 一般管理経費

1 総務管理費

補正前の額 補正額 補正後の額
1,648 1,043 2,691

令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 3　後期高齢者医療特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

高齢者の医療の確保に関する法律
東員町後期高齢者医療に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴い、社会保障制度等の給付や負担水準に関し
て意図せざる影響や不利益が生じないよう対応するため、高齢者医療制度円滑運営事業費
補助金を活用し電算システム改修を行うもの。

事 業 費

主な経費内容

電算委託料（高齢者医療制度見直し等システム改修事業）　1,042,800円

1 一般管理費

1,043

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策

施　　策
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7 1 5 1 1 その他一般会計繰入金
充当額

3,140

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 3,140 0

款 1 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 正規職員人件費

1 総務管理費

3 職員手当等 5,625 6,926 1,301
4 共済費 5,375 5,965 590

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 10,800 12,049 1,249

令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

事 業 費

主な経費内容

正規職員3名分（健康長寿課）

1 一般管理費

3,140

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策

施　　策

6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる
6-4-1  町民サービスの向上

補正前の額 補正額 補正後の額
21,800 3,140 24,940
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会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費

事業名 (2-1) 一般管理経費 事業費 1,650

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

令和３年４月に施行される介護報酬改定等に伴い、電算システム改修を行うもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電算システム改修委託料（介護報酬改定等に伴う改修）　　1,650,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
7 報償費 182 182 0
8 旅費 148 148 0
10 需用費 376 376 0
11 役務費 459 459 0
12 委託料 1,549 3,199 1,650
13 使用料及び賃借料 114 114 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,113 0 825 △288
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 2 5 1 1 介護保険事業費補助金 1,113
7 1 5 1 1 その他一般会計繰入金 825

補正前の額 補正額 補正後の額
2,828 1,650 4,478
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会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 2 保険給付費 項 1 介護給付費 目 2 地域密着型介護サービス給付費

事業名 (1-1) 地域密着型介護サービス給付費 事業費 △70,000

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

保険給付費の各サービス費における給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

地域密着型介護サービス給付費　　△70,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
18 負担金補助及び交付金 510,326 440,326 △70,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

△22,750 0 △31,517 △15,733
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） △14,000
4 1 1 1 1 介護給付費交付金（現年度分） △18,900
5 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） △8,750
7 1 1 1 1 介護給付費繰入金（現年度分） △8,750
7 1 4 1 1 低所得者保険料軽減繰入金（現年度分） △307
7 2 1 1 1 介護給付費準備基金繰入金 △3,560

補正前の額 補正額 補正後の額
510,326 △70,000 440,326

52



令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 2 保険給付費 項 1 介護給付費 目 3 施設介護サービス給付費

事業名 (1-1) 施設介護サービス給付費 事業費 60,000

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

保険給付費の各サービス費における給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

施設介護サービス給付費　要介護分　　60,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
18 負担金補助及び交付金 486,743 546,743 60,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

19,500 0 27,016 13,484
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） 9,000
4 1 1 1 1 介護給付費交付金（現年度分） 16,200
5 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） 10,500
7 1 1 1 1 介護給付費繰入金（現年度分） 7,500
7 1 4 1 1 低所得者保険料軽減繰入金（現年度分） 264
7 2 1 1 1 介護給付費準備基金繰入金 3,052

補正前の額 補正額 補正後の額
486,743 60,000 546,743
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会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等給付費 目 1 介護予防サービス等給付費

事業名 (1-1) 介護予防サービス等給付費 事業費 1,000

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

保険給付費の各サービス費における給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

介護予防サービス等給付費　　1,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正額 補正後の額
4,308 1,000 5,308

18 負担金補助及び交付金 4,308 5,308 1,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

325 0 451 224
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） 200
4 1 1 1 1 介護給付費交付金（現年度分） 270
5 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） 125
7 1 1 1 1 介護給付費繰入金（現年度分） 125
7 1 4 1 1 低所得者保険料軽減繰入金（現年度分） 5
7 2 1 1 1 介護給付費準備基金繰入金 51

補正前の額
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会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等給付費 目 3 介護予防住宅改修費

事業名 (1-1) 介護予防住宅改修費 事業費 △1,000

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

保険給付費の各サービス費における給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

介護予防住宅改修費　要支援分　　△1,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
3,234 △1,000 2,234

18 負担金補助及び交付金 3,234 2,234 △1,000

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

△325 0 △451 △224
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） △200
4 1 1 1 1 介護給付費交付金（現年度分） △270
5 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） △125
7 1 1 1 1 介護給付費繰入金（現年度分） △125
7 1 4 1 1 低所得者保険料軽減繰入金（現年度分） △5
7 2 1 1 1 介護給付費準備基金繰入金 △51
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会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 2 保険給付費 項 3 高額介護サービス費 目 1 高額介護サービス費

事業名 (1-1) 高額介護サービス費 事業費 9,500

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

保険給付費の各サービス費における給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

高額介護サービス費　　9,500,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
30,633 9,500 40,133

18 負担金補助及び交付金 30,633 40,133 9,500

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,087 0 4,276 2,137
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） 1,900
4 1 1 1 1 介護給付費交付金（現年度分） 2,565
5 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） 1,187
7 1 1 1 1 介護給付費繰入金（現年度分） 1,187
7 1 4 1 1 低所得者保険料軽減繰入金（現年度分） 41
7 2 1 1 1 介護給付費準備基金繰入金 483
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会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 2 保険給付費 項 4 その他諸費 目 1 審査支払手数料

事業名 (1-1) 審査支払手数料 事業費 500

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

保険給付費の各サービス費における給付見込額に合わせて、給付費の組替えを行うもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

審査支払手数料　　500,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
1,031 500 1,531

11 役務費 1,031 1,531 500

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

163 0 225 112
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） 100
4 1 1 1 1 介護給付費交付金（現年度分） 135
5 1 1 1 1 介護給付費負担金（現年度分） 63
7 1 1 1 1 介護給付費繰入金（現年度分） 63
7 1 4 1 1 低所得者保険料軽減繰入金（現年度分） 2
7 2 1 1 1 介護給付費準備基金繰入金 25
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 地域支援事業費 項 3 包括的支援事業・任意事業費 目 6 認知症総合支援事業費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △506

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
8,954 △506 8,448

2 給料 4,212 4,157 △55
3 職員手当等 2,579 2,180 △399
4 共済費 2,163 2,111 △52

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

△293 0 △98 △115
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） △195
5 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） △98
7 1 3 1 1 地域支援事業繰入金（包括的支援事業等）（現年度分） △98
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令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 6 諸支出金 項 1 償還金及び加算金 目 2 償還金

事業名 (1-1) 国庫負担金等返還金 事業費 23,444

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

令和元年度国庫負担金等の確定に伴い超過交付分を返還するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

国庫負担金（介護給付費負担金）返還金　　　10,000,583円
国庫補助金（地域支援事業交付金）返還金　　 3,214,373円
県負担金（介護給付費）返還金　　　　　　　 8,358,586円
県補助金（地域支援事業交付金）返還金　　　 1,880,187円

（返還金計）　　（R2当初予算額） （今回補正額）
　23,453,729円 － 10,000円　　　＝ 23,443,729円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
1,859 23,444 25,303

22 償還金利子及び割引料 1,859 25,303 23,444

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 23,444
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 6 諸支出金 項 2 繰出金 目 1 一般会計繰出金

事業名 (1-1) 一般会計繰出金 事業費 47,818

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
2　人にやさしいまち
2-2　支えあいを実感できるまちをつくる

施　　策 2-2-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

前年度一般会計繰入金の精算に伴う剰余分を一般会計に繰出し（返還）するもの。
また、介護保険特別会計の保険者機能強化推進交付金の一部を一般会計で実施する事業に
充当するため繰出しするもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

一般会計返還金
　介護給付費精算返還金　　　　　　           　41,141,525円
　地域支援事業費精算返還金　　　            　　1,598,419円
　総務費精算返還金　　　　　　　            　　3,039,106円
  低所得者保険料軽減分精算返還金　           　　　48,382円

（返還金合計）　 （R2当初予算額）
　45,827,432円 － 10,000円        ＝           45,817,432円

保険者機能強化推進交付金事業実施に伴う繰出金　　2,000,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
10 47,818 47,828

27 繰出金 10 47,828 47,818

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 47,818
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
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財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

0 0 0 784

充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

4 共済費 8,158 8,003 △155

増減額
2 給料 16,109 16,332 223
3 職員手当等 9,856 10,572 716

款 1 事業費

事業名

項 目

事業費(1-1) 正規職員人件費

1 事業費

節 補正前の額 補正後の額

令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 5　下水道事業特別会計 所　属 上下水道課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

事 業 費

主な経費内容

正規職員4名分（上下水道課）

1 管理費

784

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策

施　　策

6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる
6-4-1  町民サービスの向上

補正前の額 補正額 補正後の額
34,123 784 34,907
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項 2 建設改良費 目 1 建設改良費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
8,023 △17 8,006

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △17

総 合 計 画
施 策 体 系

基本施策
6　語らいのあるまち
6-4  行財政運営の充実したまちをつくる

施　　策 6-4-1  町民サービスの向上

2 給料 3,530 3,530 0
3 職員手当等 2,560 2,543 △17
4 共済費 1,933 1,933 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △17
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補正前の額 補正額 補正後の額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

人事院勧告による期末手当の減額と諸手当、共済費の精査により補正するもの。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（上下水道課）

事 業 費

令和 2年度 補正予算事業概要書

会　計 5　下水道事業特別会計 所　属 上下水道課

（単位：千円）

款 1 事業費
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